
 

 

〇室戸市シェアオフィス設置及び管理条例 

令和８年９月２５日 

条例第２２号 

 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号。第１６条第１項及び 

第１９条第１項において「法」という。）第２４４条の２の規定に基づき、室戸市 

シェアオフィス（以下「施設」という。）の設置及び管理に関し、必要な事項を 

定めるものとする。 

 （設置の目的） 

第２条 施設は、本市における新たなビジネス展開に向けた交流と共創の拠点として、

企業誘致や起業を目指す人材の育成を図ることにより、地域経済の活性化及び交流

人口・関係人口の拡大に資することを目的として設置する。 

 （名称及び位置） 

第３条 施設の名称及び位置は、次のとおりとする。 

名称 位置 

室戸イノベーションセンター 室戸市室戸岬町２９５３番地 

 （開館時間及び休館日） 

第４条 施設の開館時間及び休館日は、別表第１のとおりとする。ただし、特に必要

があると認めるときは、市長又は第１６条の規定に基づく指定管理者が市長の承認

を得て、開館時間を変更し、又は休館日以外の日に休館することができる。 

（利用の許可） 

第５条 施設を利用しようとする者は、あらかじめ市長の許可を受けなければ 

ならない。 

（施設の利用の禁止等） 

第６条 市長は、前条の許可を受けた者（以下「利用者」という。）が次の各号の 

いずれかに該当すると認めるときは、施設の全部若しくは一部の利用を禁止し、 

又は制限することができる。 

⑴ 公の秩序を乱し、又は善良な風俗を害するおそれがあるとき。 

⑵ 施設又は附属設備を損傷するおそれがあるとき。 

⑶ 室戸市の事務及び事業における暴力団の排除に関する規則（平成２５年規則 

第３１号）第２条第２項第５号に規定する排除措置対象者であることが判明した

とき。 

⑷ 前３号に掲げるもののほか、施設の管理上支障があると認めるとき。 

（行為の禁止） 

第７条 利用者は、施設において次に掲げる行為をしてはならない。ただし、市長の



 

許可を得たものについては、この限りでない。 

⑴ 施設及び附属設備を損傷し、又は汚損すること。 

⑵ 施設の土地の形状を変更すること。 

⑶ はり紙若しくははり札をし、又は広告を表示すること。 

⑷ 立入禁止区域に立ち入ること。 

⑸ 指定された場所以外の場所へ車両を乗り入れ、又は止めておくこと。 

⑹ 前各号に掲げるもののほか、施設の利用及び管理に支障があると認める行為を

すること。 

（行為の制限） 

第８条 施設において、次に掲げる行為をしようとする者は、市長の許可を受け 

なければならない。許可を受けた者が許可を受けた事項を変更しようとするときも、

同様とする。 

⑴ 行商、募金その他これらに類する行為をすること。 

⑵ 興行、展示会その他これらに類する催しを行うこと。 

⑶ 自動販売機を設置すること。 

２ 市長は、前項各号に掲げる行為が公衆の利用に支障を及ぼさないと認められる 

場合に限り、同項の許可をすることができる。 

３ 市長は、第１項の許可に当たり、施設管理のために必要な範囲内で条件を付する

ことができる。 

（許可の取消し等） 

第９条 市長は、利用者又は前２条の規定に基づく許可を受けた者（次条、第１１条

及び第１２条において「利用者等」という。）が次の各号のいずれかに該当すると 

認めるときは、この条例の規定に基づく許可を取り消し、その効力を停止し、 

若しくはその条件を変更し、又は行為の中止、原状回復若しくは施設からの退去を

命じることができる。 

⑴ この条例又はこの条例の規定に基づく処分に違反したとき。 

⑵ この条例の規定による許可に付した条件に違反したとき。 

⑶ 偽りその他不正な手段によりこの条例の規定による許可を受けたとき。 

⑷ 前３号に掲げるもののほか、施設の管理上必要があると認めるとき。 

 

（権利の譲渡等の禁止） 

第１０条 利用者等は、施設の利用若しくは許可を受けた権利を譲渡し、若しくは 

転貸し、又は許可を受けた目的以外に利用してはならない。ただし、市長の承認を

受けたときは、この限りでない。 

（原状回復の義務） 

第１１条 利用者等は、その利用を終了したとき又は利用の許可を取り消されたとき

は、直ちに施設を原状に回復しなければならない。 



 

２ 利用者等が前項の義務を履行しないときは、市長がこれを代行し、その要した 

費用を当該利用者等から徴収することができる。 

（損害賠償の義務） 

第１２条 利用者等は、故意又は過失により施設又は附属設備を損傷し、又は滅失 

した場合は、それによって生じた損害を市に賠償しなければならない。ただし、 

市長が特別の事情があると認めるときは、その全部又は一部を免除することが 

できる。 

（利用料金） 

第１３条 施設の利用に係る料金（以下「利用料金」という。）の額は、別表第２の 

範囲内において、市長又は第１６条の規定に基づく指定管理者が市長の承認を得て

定める。 

２ 利用者は、利用料金を前納しなければならない。ただし、官公署、学校等で利用

料金を前納できない場合は、この限りでない。 

（利用料金の減免） 

第１４条 市長は、特に必要があると認めるときは、規則で定めるところにより利用

料金の全部又は一部を減免することができる。 

（利用料金の還付） 

第１５条 既に納付された利用料金は、還付しない。ただし、市長が特別の理由が 

あると認めるときは、その全部又は一部を還付することができる。 

（指定管理者による管理） 

第１６条 市長は、法第２４４条の２第３項の規定に基づき、施設の管理に関する 

業務（以下「施設の管理等」という。）を法人その他の団体であって市長が指定する

もの（以下「指定管理者」という。）に行わせることができる。この場合において、

当該指定管理者の指定の手続等については、室戸市公の施設における指定管理者の

指定手続等に関する条例（平成１６年条例第１４号）の定めるところによる。 

２ 指定管理者が施設の管理等を行う場合において、第５条から第１０条まで、 

第１４条及び第１５条中「市長」とあるのは「指定管理者」と読み替えるものと 

する。 

（指定管理者が行う業務） 

第１７条 前条第１項の規定に基づき指定管理者が施設の管理等を行う場合において、

指定管理者は、次に掲げる業務を行うものとする。 

⑴ 施設の利用の許可及び運営管理に関する業務 

⑵ 起業の支援及び施設の利用促進並びに広報に関する業務 

⑶ 利用者、地域住民及び関係機関との交流及び連携に関する業務 

⑷ 施設及び附属設備の維持管理に関する業務 

⑸ 前各号に掲げるもののほか、第２条の目的を達成するために市長が必要と 

認める業務 



 

（業務の一括委託の禁止） 

第１８条 指定管理者は、施設の管理等を一括して他の者に委託してはならない。 

ただし、前条各号に掲げる業務のうち、当該業務の実施に専門的知識、技能、資格

又は経験を要するものであって指定管理者が自ら行うことが困難なものとして市長

が認めた業務については、この限りでない。 

（利用料金の収受等） 

第１９条 第１６条第１項の規定により指定管理者に施設の管理等を行わせる場合に

あっては、法第２４４条の２第８項の規定に基づき、利用料金を当該指定管理者の

収入として収受させることができる。 

２ 指定管理者は、利用料金の納入方法、還付及び減免について定め、又は変更 

しようとするときは、あらかじめ市長の承認を得なければならない。 

（個人情報の保護等） 

第２０条 指定管理者は、施設の管理等を行う場合において個人情報を取り扱うとき

は、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）の規定に基づき、 

当該個人情報の適切な取扱いのために必要な措置を講じなければならない。 

２ 指定管理者の役員及び職員は、その職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。

その職を退いた後も、同様とする。 

（過料） 

第２１条 次の各号のいずれかに該当する者は、５万円以下の過料に処する。 

⑴ 第７条の規定に違反して同条各号に掲げる行為をした者 

⑵ 第８条第１項の規定に違反して同項各号に掲げる行為をした者 

２ 偽りその他不正な手段により利用料金の徴収を免れた者に対しては、その徴収を

免れた金額の５倍に相当する金額（当該５倍に相当する額が５万円を超えないとき

は、５万円とする。）以下の過料に処する。 

３ 法人の代表者又は法人の代理人、使用人その他の従業員が、その法人の業務に 

関して第１項各号に掲げる違反行為をしたときは、当該行為をした者のほか、その

法人に対しても、この条の過料に処する。 

（委任） 

第２２条 この条例に定めるもののほか、施設の設置及び管理に関し必要な事項は、

市長が別に定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和９年４月１日から施行する。 

（準備行為） 

２ 第１６条第１項の規定に基づく指定管理者の指定手続等に関して必要な行為は、

この条例の施行の日前においても、室戸市公の施設における指定管理者の指定 



 

 手続等に関する条例の規定の例により行うことができる。 

 

  



 

別表第１（第４条関係） 

開館時間 午前９時から午後５時まで 

休館日 毎週水曜日、１２月２９日から翌年の１月３日まで 

 備考 上記の開館時間及び休館日は、施設を１日利用又は時間利用をするもの 

  及び別表第２に定めるコワーキングスペースを月額利用するものについて 

適用し、同表に定めるオフィスを月額利用をするものについては、これを適用 

しない。 

 

別表第２（第１３条関係） 

 利用料金 

⑴ 月額利用の場合 

区分 利用料金（月額） 

オフィス（大） ５５，０００円 

オフィス（小） ３３，０００円 

オフィス（小）厨房付き １６，５００円 

コワーキングスペース ３，３００円 

 備考  

１ 利用料金には、電気（次項に定めるものを除く。）、ガス、水道使用料 

その他の光熱水費を含むものとする。 

  ２ 前項の規定にかかわらず、１階オフィス（大）を利用する者については、 

電気使用料を子メーターによる使用実績に基づき算定し、実費相当額を別途 

徴収する。 

３ オフィスの月額利用者は、その利用期間内に限り、コワーキングスペースを 

無料で利用することができる。 

⑵ １日利用の場合 

区分 利用料金（日額） 

オフィス（大）・（小）・（小）厨房付き ３，３００円 

コ ワ ー キ ン グ 

スペース 

一般 ５５０円 

大学生・高校生 ２２０円 

小・中学生 １１０円 

 備考 利用料金には、電気、ガス、水道使用料その他の光熱水費を含むものと 

する。 

⑶ 時間利用の場合 

区分 利用料金（１時間当たり） 

会議室 ２２０円 

 備考 利用料金には、電気使用料を含むものとする。ただし、冷暖房を使用する 

場合は、１時間につき３３０円を別途徴収する。 


